
光によく反応するガリウムヒ素半導体
のマイクロチップを製造する新しい技
術が、イリノイ大学アーバナ・シャン
ペーン校（米国）の材料科学者 John 
Rogers らによって開発された 1。これ
は、ガリウムヒ素半導体の薄層をはがし
てガラスやプラスチック上に印刷する
転写法という技術であり、費用効率の向
上が期待できる。これにより、長年の課
題だったガリウムヒ素製造の高コスト
問題が解決され、太陽電池業界が一変す
るかもしれない。

現代の半導体業界における主力材料
はシリコンであり、太陽電池からデジタ
ルカメラに至るまであらゆる製品に用
いられている。しかし、研究者の間では、
シリコンよりも光をよく吸収し、太陽電
池や赤外線検出装置の性能を向上でき
る半導体の存在が、数十年前から知られ
ていた。

その 1 つがガリウムヒ素で、最もよ
く研究されているシリコン代替材料だ。
ガリウムヒ素は、理論的には入射太陽
光の約 40 パーセントを電気に変換す
るので、効率がシリコンの 2 倍である。
このため、ガリウムヒ素は、宇宙船用
の太陽電池に最適な材料となっている。
しかし、ガリウムヒ素はとてつもなく
高価なのだ。Rogers によると、ガリウ
ムヒ素の高品質ウェハーは慎重に管理
された成長室で成長させなければなら
ないことが、その理由の 1 つだという。
また、一般的に、成長させた厚いウェ
ハーは薄く切断されるが、使用される
のは表面だけである。Rogers は、「この

高価な材料のほとんどが実質的にむだ
になるのです」と話す。

半導体のホットケーキ
Rogers らは今回、ガリウムヒ素の単一
層を成長させるのではなく、ガリウム
ヒ素層とアルミニウムヒ素層が「ホッ
トケーキ」のように交互に積み重なっ
た積層膜を成長させた。そして、一連
の慎重な化学処理によって個々のガリ
ウムヒ素層をはがしやすくし、シリコー
ンゴム系スタンプではがし取った。そ
の薄片状ガリウムヒ素ウェハーをガラ
スやプラスチックなどの表面にはり付
け、既存の技術でエッチングして回路
を形成した。

研究チームは、幅約 500 マイクロメー
トルの超小型太陽電池、赤外線撮像装
置、携帯電話用部品を大量生産した。
Rogers は、この技術を利用したガリウ
ムヒ素電子機器の安価な製造を目的と
している新興企業、Semprius 社の取締
役の一員であり、ほか数人の論文共著
者もこの会社にかかわっている。「我々
は、この種の方法がコストベースでほ
かの方法と競争可能であると考えてい
ます」と Rogers はいう。

ラドバウド大学（オランダ・ナイメー
ヘン）の材料科学者 Gerard Bauhuis は、

「彼らの成果はとてもすばらしいもので
す」という。しかし、「Rogers らの技術
では大きさ数百マイクロメートル以上
の回路を作製できません。これは、一
般的な太陽電池向けとしては小さすぎ
るのです。今後、数センチメートル角の
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Solar cells sliced and diced

高効率の太陽電池を作る

シートがピール・アンド・スタンプ（は
がしてはる）システムで作製できるかど
うかを調べる必要があるでしょう」とも
語っている。

Bauhuis の研究室もまた、高効率太
陽電池の製造を目的とする tf2 devices
社 と い う 新 興 企 業 を 所 有 し て い る。
Bauhuis は、「ガリウムヒ素エレクトロ
ニクスは競争力をつけてきています。今
後 2 ～ 5 年のうちに、この方法の実用
化が可能かどうかの判断が下されるで
しょう」と話している。

Rogers は、ガリウムヒ素が大きな可
能性をもっていると信じている。Rogers
の研究室では、現在、1 ワット当たり約
1 ドル（約 90 円）という、商業的に魅
力的な効率で発電できる太陽電池の開発
に取り組んでいる。「我々は、この目標
を達成できると考えています。でも、実
際にやってみなくては、はっきりわから
ないでしょうけどね」と彼はいう。 ■
� （翻訳：藤野正美）
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ピール・アンド・スタンプ技術で、ガリウ
ムヒ素太陽電池を作製できる。
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